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1. 序論 
東日本大震災では，津波により多くの被害が発生した．

同災害における日本全国の人的被害は，死者・行方不明者

18,425 名，負傷者6,167 名であった 1)．津波災害の人的被

害分析について，Guha-Sapir, Debarati, et al. 2)は，スマトラ

島沖地震津波において，犠牲者の属性分析，被災者アンケ

ート調査を用いて，死亡率および負傷率に対する影響要

因を示した．このように，従来の津波災害の人的被害分析

では，死因を考慮しない死者数が用いられてきた．しかし，

Seto and Imamura 3)は，宮城県警察本部から提供された東

日本大震災の犠牲者情報を用いて，本震災における犠牲

者の死因を12に分類し，宮城県全体の傾向を示した．この
ように，実際の津波災害では，溺死以外にも身体損傷によ

る死亡事例などがあり，個別に検討する必要がある． 
そこで，本研究は宮城県全域を対象に，遺体発見場所に

基づいて，身体損傷に関係する頭部損傷，頸部損傷，胸部

損傷，詳細不明の多発性損傷，外傷性ショックの 5死因 3)

（以下，損傷死）の被害実態および影響要因を検討した． 
 
2. 手法 
(1) 犠牲者情報： 本研究では，宮城県警察本部の提供の犠
牲者情報の内，陸上で発見された犠牲者8,919 名を用いた
（内，損傷死者数は155 名）．データには，死因，犠牲者
住所，遺体発見場所，遺体発見場所タイプおよび犠牲者の

性別と年代が記載されている．本研究では，死因は12の死
因分類 3)を反映し，位置情報は市町村および郵便番号と

同等の解像度（以下，郵便番号地区）を用いた． 
(2) 特化係数の導入： 本研究では，損傷死の地域傾向を検
討するため，特化係数を導入した．これは，推定昼間人口

に対する損傷死者数の割合（以下，損傷死率）を用いて，

（各地域の損傷死率）/（損傷死が確認された全地区の損
傷死率）で算出される．(3) Fisherの正確確率検定： 本研
究では，損傷死の影響要因を定量的に検討するため，Holm
法で多重比較補正したFisherの正確確率検定を行った．東
日本大震災で主な死因だった溺死，損傷死およびその他6
死因の3項目間における3要因（性別比，高齢者率および遺
体発見場所タイプの割合）を算出し，定量的に検討した． 

3. 結果・考察 
(1) 損傷死の地域傾向： 損傷死の被害実態を検討するた
め，損傷死が確認された全地区の損傷死率を基準とし，

各市町村および各郵便番号地区の特化係数を算出した．

その結果，市町村では南三陸町，女川町，名取市，石巻

市および気仙沼市が特化係数1.0以上であり，全体傾向と
比較して損傷死が特化していた（図-1）． 
 次に，郵便番号地区の特化係数を用いて，各市町村の

損傷死が確認された全地区に対する特化係数1.0以上の郵
便番号地区の割合を算出した（図-2）．割合上位の5市町
村は，市町村スケールで特化係数が1.0以上，市町村内の
損傷死が確認された郵便番号地区の60 %以上で特化係数
が1.0以上であった．そのため，市町村全域で損傷死が特
徴的で，損傷死が発生しやすい地域であると考えられ

る．一方，東松島市，山元町および仙台市では，損傷死

が確認された郵便番号地区の40 %以下で特化係数1.0以上
であり，この3市町村は，局所的に損傷死が特徴的な地
区であると考えられる． 

 
図-1. 損傷死が確認された各市町村における特化係数 

 
図-2. 各市町村において損傷死が確認された全地区と比

較して損傷死が特徴的な郵便番号地区の割合 
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そこで，特化係数が1.0以上であった市町村および郵便
番号地区の特徴を把握するため，GISを用いて損傷死の空
間分布を検討した（図-3）．その結果，損傷死が特徴的な
市町村のうち，気仙沼市，南三陸町，女川町および石巻市

はリアス地形を有していたことが示された．宮城県にお

いて，リアス地形が地形的特徴として挙げられるのはこ

の4市町村であるため，リアス地形が損傷死に影響してい
る可能性が考えられる．リアス地形では，津波が増大する

ことが指摘されており4)，津波外力と建物被害には高い相

関があることが示されている5)．よって，リアス地形を有

する地域は損傷死が発生しやすいと考えられる．今後は，

損傷死と津波外力の関係を定量的に検討する必要がある． 
(2) 属性分析（性別，年代）： 損傷死における性別および
年代の影響を検討するため，溺死，損傷死およびその他6
死因間において，性別比と高齢者率を算出し，有意水準を

5 %としてFisherの正確確率検定を用いて比較した（図-4，
5）．その結果，3項目間で性別比および高齢者率に有意差
は見られなかったため，損傷死の人的被害において，性別

および年代は他の死因と同様の影響であると考えられる． 
(3) 遺体発見場所タイプの分析：損傷死における瓦礫の影
響を検討するため，溺死，損傷死およびその他6死因間に
おいて，遺体発見場所タイプの1種である「瓦礫」の割合
を分析した（図-6）．この瓦礫割合を，属性分析と同様に
Fisherの正確確率検定を用いて3項目間で比較した．その結
果，損傷死における瓦礫割合は溺死およびその他6死因と
有意に異なることが明らかになった．そのため，損傷死は

津波災害の主な死因である溺死より瓦礫による影響が大

きいと考えられる．今後は，瓦礫と人的被害の関係から，

損傷死への瓦礫の影響を定量的に検討する必要がある． 
4. 結論 
本研究では，東日本大震災における損傷死の被害実態

およびその影響要因を検討するため，犠牲者情報を用い

て分析を行った．(1)特化係数を用いて，損傷死の被害実態
を検討した．損傷死が特徴的な市町村および郵便番号地

区を示し，リアス地形を有する地域では損傷死が発生し

やすい可能性を示した．(2) 性別比および高齢者率を用い
て，個人脆弱性の影響を検討した．損傷死の人的被害にお

いて，性別および年代の影響は他の死因と同様であるこ

とが示された．(3) 瓦礫割合を用いて，損傷死に対する瓦
礫の影響を検討した．損傷死は津波災害における主な死

因である溺死と比較して，瓦礫の影響が大きいことが示

された．(4) 本研究では，東日本大震災における損傷死の
実態を市町村および郵便番号地区スケールで示し，損傷

死の影響要因を定量的に示した．今後は，津波外力および

瓦礫と人的被害の関係を定量的に検討する必要がある． 
 

 
図-3. 宮城県における特化係数1.0以上の市町村および損

傷死が確認された郵便番号地区の空間分布 

 
図-4. 損傷死，溺死およびその他6死因の性別比 

 
図-5. 損傷死，溺死およびその他6死因の高齢者率 

 
図-6. 損傷死，溺死，その他6死因の瓦礫割合(*：p< 0.05) 
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